
第 152 期 

自 2016 年〔平成 28 年〕4月 1 日 

至 2017 年〔平成 29 年〕3月 31 日 

計 算 書 類 

貸借対照表 

損益計算書 

株主資本等変動計算書

ＴＡＮＡＫＡホールディングス株式会社 



1 

貸借対照表 
2017 年〔平成 29年〕3月 31 日現在 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

項  目 金  額 項  目 金  額 

流動資産 50,261 流動負債 10,261

  現金及び預金 8,417   一年内償還予定社債 2,000

  売掛金 787   短期借入金 4,452

  短期貸付金 40,422 一年内返済予定長期借入金 2,000

  未収入金 305   リース債務 51

  前払費用 268   未払金 1,213

  繰延税金資産 53   未払費用 136

  その他 7   未払法人税等 99

固定資産 169,752   預り金 135

 有形固定資産 24,428   賞与引当金 140

  建物 10,934   役員賞与引当金 24

  構築物 559   その他 8

  機械及び装置 7 固定負債 69,862

  工具器具及び備品 209   社債 4,000

  土地 10,682   長期借入金 58,312

  リース資産 686   長期未払金 52

  建設仮勘定 1,348   長期預り金 17

 無形固定資産 1,342   リース債務 634

  特許権 0   繰延税金負債 4,116

  借地権 35   役員退職慰労引当金 148

  商標権 0   資産除去債務 861

  電話加入権 22   デリバティブ債務 1,719

  ソフトウエア 1,060 負債合計 80,123

ソフトウエア仮勘定 223 純資産の部

 投資その他の資産 143,981 株主資本 139,168

  投資有価証券 1,414   資本金 500

  関係会社株式 22,028   資本剰余金 8,628

  長期貸付金 71,743    資本準備金 7

  賃貸地金 47,593    その他資本剰余金 8,621

  前払年金費用 698   利益剰余金 137,905

  その他 513    利益準備金 125

  貸倒引当金 △10    その他利益剰余金 137,780

繰延資産 9 固定資産圧縮記帳積立金 899

  社債発行費 9     特別償却準備金 1

    別途積立金 103,900

    繰越利益剰余金 32,979

  自己株式 △7,864

評価・換算差額等 730

その他有価証券評価差額金 730

純資産合計 139,899

資産合計 220,022 負債及び純資産合計 220,022

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 
自 2016年〔平成28年〕4月 1日 

至 2017年〔平成29年〕3月31日 

（単位：百万円） 

項  目 金  額 

売上高 

     グループ運営収入 4,402

     賃貸収入 4,350

     関係会社受取配当金 246 8,999

売上原価 1,753

       売上総利益 7,246

販売費及び一般管理費 5,282

       営業利益 1,963

営業外収益 

     受取利息及び配当金 900

     貸倒引当金戻入 160

     為替差益 895

     その他 84 2,040

営業外費用 

     支払利息 170

     社債利息 38

     支払手数料 311

     デリバティブ評価損 1,719

     その他 53 2,293

経常利益 1,710

特別損失 

     固定資産除却損 55 55

       税引前当期純利益 1,654

     法人税、住民税及び事業税 387

     法人税等調整額 16 403

       当期純利益 1,251

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。



3 

株主資本等変動計算書 
自 2016年〔平成28年〕4月 1日 

至 2017年〔平成29年〕3月31日 

（単位：百万円） 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金
その他 

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金 

固定資産圧縮

記帳積立金

特別償却 

準備金 

当期首残高 500 7 8,621 125 920 2

当期変動額 

 剰余金の配当 － － － － － －

 当期純利益 － － － － － －

 圧縮記帳積立金の積立 － － － － △21 －

 特別償却準備金の取崩 － － － － － △0

 株主資本以外の項目の当期変

動額（純額） 
－ － － － － －

当期変動額合計 － － － － △21 △0

当期末残高 500 7 8,621 125 899 1

株 主 資 本 評価･換算差額等

純資産 

合計 

利益剰余金 

自己株式
株主資本 

合計 

その他有価証券

評価差額金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益

剰余金 

当期首残高 103,900 31,794 △7,864 138,006 484 138,491

当期変動額 

 剰余金の配当 － △88 － △88 － △88

 当期純利益 － 1,251 － 1,251 － 1,251

 圧縮記帳積立金の積立 － 21 － － － －

 特別償却準備金の取崩 － 0 － － － －

 株主資本以外の項目の当期変

動額（純額） 
－ － － － 245 245

当期変動額合計 － 1,184 － 1,162 245 1,407

当期末残高 103,900 32,979 △7,864 139,168 730 139,899

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式 … 移動平均法による原価法 

 その他有価証券   

  時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 … 時価法 

３．固定資産の減価償却方法   

 有形固定資産(リース資産を除く)   

 建物(建物附属設備を除く) … 定率法(但し、1998年〔平成10年〕4月1日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)については

定額法)を採用しております。 

 建物附属設備及び構築物 … 定率法(但し、2016年〔平成28年〕4月1日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定

額法)を採用しております。 

  上記以外の有形固定資産 … 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

  建物 … 2～60年 

  構築物 … 2～53年 

  工具器具及び備品 … 2～20年 

 無形固定資産 … 定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間(主に5年)に基づいております。

 リース資産   

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

４．繰延資産の処理方法 

 社債発行費 … 社債の償還までの期間にわたり定額法により償

却しております。 

５．引当金の計上基準   

 貸倒引当金 … 債権については個別に回収可能性を検討して、回

収不能見込額を計上しております。 

 賞与引当金 … 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見

込額のうち当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

 役員賞与引当金 … 役員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計

上しております。 

 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
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おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

ただし、当事業年度末においては年金資産見込額

が退職給付債務見込額に未認識過去勤務費用及

び未認識数理計算上の差異を加減した金額を超

過しており、その差額は前払年金費用として計上

しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数(15年)による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15

年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。

 役員退職慰労引当金 … 役員及び執行役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づき必要額を計上しております。

６．ヘッジ会計の処理 

 ヘッジ会計の方法 … 特例処理の要件を満たしている金利スワップ取

引について、当該特例処理によっております。

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 … 金利スワップ 

 ヘッジ対象 … 金利変動により影響を受ける借入金利息 

 ヘッジ方針 … 当社所定の社内承認手続きを行ったうえで、借入

金利息の金利変動リスクを回避する目的により、

金利スワップを利用しております。 

 ヘッジ有効性評価の方法 … 金利スワップについては、特例処理によっている

ため、有効性の評価の判定を省略しております。

７．退職給付に係る会計処理 … 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。 

８．消費税等の処理方法 … 税抜方法 

〔会計方針の変更に関する注記〕 

平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年 4 月 1 日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており

ます。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 
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〔追加情報〕 

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3

月 28 日)を当事業年度から適用しております。 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１．有形固定資産の減価償却累計額 … 22,576百万円 

２．保証債務   

 従業員の金融機関からの住宅融資に対して当社が保証を行っております。 

  … 97百万円 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務   

   短期金銭債権 … 41,503百万円 

   長期金銭債権 … 71,700百万円 

   短期金銭債務 … 2,443百万円 

４．取締役に対する金銭債権 … 43百万円 

５．貸出コミットメントライン契約 

 運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と貸出コミットメントライン契約を

25,000百万円及び75百万ドルで締結しております。 

当期末における貸出コミットメントライン契約に係わる借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

円建 ドル建 

  貸出コミットメントラインの総額 … 25,000百万円 75百万ドル

  減額オプション行使額 … 10,000百万円 0百万ドル

  借入実行残高 … 0百万円 0百万ドル

  差引額 … 15,000百万円 75百万ドル

〔損益計算書に関する注記〕 

１．関係会社との取引高   

 営業取引による取引高   

   売上高 … 8,793百万円 

   その他 … 71百万円 

 営業取引以外の取引による取引高 … 848百万円 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式           67,138 千株 

Ａ種類株式          30,299 千株 
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２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数 

普通株式           37,506 千株 

Ａ種類株式            666 千株 

３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成28年6月13日

取締役会 
普通株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成28年

3月31日 

平成28年

6月27日

平成28年6月13日

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成28年

3月31日 

平成28年

6月27日

平成28年11月14日

取締役会 
普通株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成28年

9月30日 

平成28年

11月28日

平成28年11月14日

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成28年

9月30日 

平成28年

11月28日

４．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成29年6月12日

取締役会 
普通株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成29年

3月31日 

平成29年

6月26日

平成29年6月12日

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成29年

3月31日 

平成29年

6月26日

〔税効果会計に関する注記〕 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流動の部 

  (繰延税金資産) 

賞与引当金 43百万円

未払社会保険料 7百万円

その他 2百万円

繰延税金資産合計 53百万円

② 固定の部 

  (繰延税金資産) 

組織再編に伴う関係会社株式 2,367百万円

減価償却費 575百万円

固定資産減損損失 550百万円

資産除去債務 263百万円

その他 297百万円

繰延税金資産小計 4,054百万円

評価性引当額 △1,162百万円

繰延税金資産合計 2,891百万円
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 (繰延税金負債) 

組織再編に伴う関係会社株式 △6,350百万円

固定資産圧縮記帳積立金 △396百万円

前払年金費用 △213百万円

その他 △46百万円

繰延税金負債合計 △7,008百万円

繰延税金資産(固定)の純額 △4,116百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目

別の内訳 

法定実効税率 30.86％

(調整) 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.79％

留保金課税 3.65％

評価性引当額の減少額 △7.26％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.80％

その他 1.14％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.40％

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

１．子会社及び関連会社等 
(単位：百万円)

属性
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との
関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 田中貴

金属工

業㈱ 

所有 

 直接100.0％

経営指導 

不動産の賃付 

資金の貸付及

び借入 

役員の兼任 

経営指導料収入(注１) 

不動産賃貸収入(注２) 

地金賃貸料の受取（注３）

業務受託収入（注４） 

資金の貸付及び借入(注５)

利息の受取(注５) 

資金の貸付(注６) 

資金の貸付(注６) 

利息の受取(注６) 

1,553

2,025

2,014

1,960

35,809

463

－

－

356

売掛金 

－ 

－ 

－ 

短期貸付金

－ 

短期貸付金

長期貸付金

－ 

967

－

－

－

35,809

－

2,500

71,700

－

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注1) 経営指導料については、契約条件により決定しております。  
(注2) 不動産の貸付についての取引条件は、市場の実勢価格にて価格を決定しております。 
(注3) 価格その他の取引条件は、貸付している地金の市場実勢価格に市場金利を勘案した社内レ

ートを乗じて決定しております。 
(注4) 当社が保有するシステムの利用料収入です。 
      取引条件は、市場の実勢価格にて価格を決定しております。 
(注5) キャッシュ・マネジメント・システムによる貸付又は借入であり、当社が運転資金等を一

元的に管理しております。 
なお、貸付及び借入利率は市場金利を勘案した社内レートを使用しており、担保は受け入

れておりません。  
(注6) 投資用資金の貸付であります。 

なお、貸付利率は市場金利を勘案した社内レートを使用しており、担保は受け入れており
ません。 
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(注7) 取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高(短期借入金、短期貸付金及び長期貸
付金を除く)には消費税等を含めております。 

２．役員及び個人主要株主等 
(単位：百万円)

属性
会社等の

名称 

または氏名

議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

役員及

びその

近親者

田苗明 被所有 

 直接2.3％ 

当社 

代表取締役社長執行

役員 

資金の貸付(注) － 長期貸付金 17

佐藤恒夫 被所有 

 直接1.3％ 

当社 

取締役常務執行役員

資金の貸付(注) － 長期貸付金 10

堀江隆 被所有 

 直接0.9％ 

当社 

取締役常務執行役員

資金の貸付(注) － 長期貸付金 16

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は退任時に一括返済と

しております。なお、担保は受け入れておりません。 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１．1株当たり純資産額 … 2,360.58円 

２．1株当たり当期純利益 … 21.11円 

〔退職給付に関する注記〕 

１．採用している退職給付金制度の概要 

当社及び田中電子工業株式会社他 3 社は、確定給付型の制度として同一の確定給付企業年金

制度を設けております。 

また、従業員の退職等に際しては割増退職金を支払う場合があります。 

２．確定給付制度 

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

   (2017 年〔平成 29 年〕3月 31 日現在) 

期首における退職給付債務 6,125百万円

勤務費用 119百万円

利息費用 14百万円

数理計算上の差異の当期発生額 △598百万円

退職給付の支払額 △63百万円

期末における退職給付債務 5,597百万円
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（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

   (2017 年〔平成 29 年〕3月 31 日現在) 

期首における年金資産 6,096百万円

期待運用収益 152百万円

数理計算上の差異の当期発生額 △551百万円

事業主からの拠出額 73百万円

退職給付の支払額 △63百万円

期末における年金資産 5,706百万円

（3）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調整表 

   (2017 年〔平成 29 年〕3月 31 日現在) 

積立型制度の退職給付債務 △5,597百万円

年金資産 5,706百万円

 109百万円

未認識数理計算上の差異 786百万円

未認識過去勤務費用 △196百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 698百万円

（4）退職給付に関連する損益 

   (2017 年〔平成 29 年〕3月 31 日現在) 

勤務費用 119百万円

利息費用 14百万円

期待運用収益 △152百万円

数理計算上の差異の処理額 156百万円

過去勤務費用の処理額 △54百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 84百万円

（5）年金資産の主な内訳  

   年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次のとおりとなります。 

   (2017 年〔平成 29 年〕3月 31 日現在) 

債券 37%

株式 30%

一般勘定 18%

その他 15%

合計 100%
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（6）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

   年金資産の長期期待運用収益率を決定する為、現在及び予想される年金資産の配分と年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

（7）数理計算上の計算基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準 

割引率 0.2% 

長期期待運用収益率 2.5% 

会計基準変更時差異の処理年数 15年 

数理計算上の差異の処理年数 15年 

過去勤務費用の処理年数 15年 


